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　��盲・聾・養護学校の現況と��年間の変遷
　��産業教育の変遷
　��今後の課題
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　��専修学校における産業教育
　��各種学校における産業教育
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　��社会教育の目的
　��青年学級及び青年教室
　��青年の家
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　府内には、表����のような府立��校、府立の分校�
校、市立��校、市立の分校�校、国立�校、計��校の盲・
聾・養護学校が設置されている。　
　このうち、高等部設置校は盲学校�校、聾学校�校、
知的障害養護学校��校、肢体不自由養護学校��校、病
弱養護学校�校、計��校である。

　また、肢体不自由養護学校�校には知的障害生徒を
対象とする生活課程が併置されており、盲学校・聾学
校高等部には、高校に相当する本科のほかに、その上
級の課程として�年制又は�年制の専攻科が設置され
ている。
　なお、高等部の昭和���（����）�年から今日に至る��年
間の変遷をまとめると次のようになる。
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昭和���（����）�年　府立箕面養護学校開校
�（高等部は知肢併置）

昭和���（����）�年　府立堺養護学校中津分校が府立中津
養護学校として独立　

平成元�（����）�年　府立佐野養護学校砂川分教室廃止
肢体不自由養護学校である府立堺養
護学校、茨木養護学校の�校に知的
障害生徒を対象とした生活課程を設置

平成��（����）�年　府立及び大阪市立盲学校高等部専攻
科に保健理療科を設置し、別科の保
健理療科を廃止

平成��（����）�年　府立盲学校高等部専攻科に情報処理
科設置

平成��（����）�年　守口市立養護学校廃止、府立守口養
護学校開校

平成��（����）�年　府立富田林養護学校新築移転
平成���（����）�年　府立吹田養護学校開校

府立和泉養護学校神石分教室を府立
泉北養護学校に移転
大阪市立聾学校高等部の学科改編
�（本科インテリア科、アパレル情報
科、専攻科デザイン情報科）

平成���（����）�年　府立泉北養護学校を病弱養護学校か
ら知的障害養護学校に改編

平成���（����）�年　府立養護学校高等部生活・職業自立
支援事業を実施。茨木養護学校に
「情報チャレンジドコース」、守口
養護学校に「生活自立支援コース」
を�年間モデル設置

平成���（����）�年�月　府立生野高等聾学校と府立堺聾
学校高等部の統合計画が公表され、
府立高等聾学校（仮称）として旧府
立白菊高校跡地に平成��������年開
校予定

平成���（����）�年�月　高等部のみの知的障害養護学校
の設置計画が公表され、旧府立玉川
高校跡地に平成��������年開校予定

�月　府立堺聾学校専攻科の歯科技工
　科生徒募集停止
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�注�　�　合計欄の�（　　）内の数値は分校数で外数を示す。

　　　�　合計欄の＊印は、肢体不自由養護学校高等部に設置した知的障害生徒を対象とする生活課程を示す。

　　　�　設置部は、幼：幼稚部、小：小学部、中：中等部、高：高等部を示す。
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（出典：大阪の障害教育）



���

���������	

　障害教育における産業教育は、生徒の状況によって
その内容や方法が大きく異なるため、一概にいえない
が、ここでは、障害種別ごとのこの��年間の変遷につ
いて述べる。
�　������
　現在、府内に高等部を設置している盲学校は�校あ
る。明治以前から継承されている�療（あんま・はり・
きゅう）の指導のほか、ピアノ調律師、�理学療法士を養
成している。しかしながら、今まで、視覚障害者の職
域であった�療の分野に晴眼者が進出してきており、
技法の高度化も相まって、就労の機会は狭められつつ
ある。
　平成��（����）�年に、府立及び大阪市立盲学校高等部

専攻科に設置された保健理療科、及び平成��（����）�年
に府立盲学校に設置された情報処理科の教育内容につ
いては、次のとおりである。
　�������	
��　あん摩マッサージ指圧師の
　資格を取得するため、医学の基本に関する内容の授
　業とあん摩実技等の基礎実習・臨床実習等が行われ
　ている。
　�������	
��　社会のニーズに合った人材
　の養成を目標に、コンピュータ通信、課題研究等の
　専門教育に加えて、校外学習、研修旅行等、幅広い
　教育活動によって視覚障害者の職能開発と職域の開
　拓が図られている。
　　なお、表�����は府内の盲学校高等部本科卒業者
　の進路状況の推移を示したものである。�
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（出典：大阪の障害教育）
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　府内には高等部を設置している聾学校は�校ある。
平成���（����）�年、大阪市立聾学校において、本科の被
服科をアパレル情報科に、産業工芸科をインテリア科
に、専攻科の被服科をデザイン情報科に学科改編され
た。その主な内容は、次のとおりである。
　�������	
　アパレル関係の基礎的・基本的
　な知識と技術を学び、その応用と情報機器を用いた
　パターンメーキングについても習得することを目的
　にしている。
　�������	　室内インテリアの設計・製図をと
　おして、デザインの基本を学ぶ。また、情報処理関
　係の基礎的な知識・技術を身に付け、インテリア分
　野でのコンピュータの利用など実践的な知識と技能
　を習得する。
　�������	
���　アパレル情報、インテ
　リア、情報処理、総合の�コースが設置されており、
　生徒の個性や進路の多様化に対応している。

　聾学校の生徒数については、各方面の努力にかかわ
らず減少が続き、平成���（����）�年�月、府立堺聾学校
専攻科の歯科技工科（�年制）が募集停止となった。
　また、平成���（����）�年�月には、府立生野高等聾学
校と府立堺聾学校高等部が統合し、旧府立白菊高校跡
地に、府立だいせん高等聾学校として新たなスタート
を切る。その結果、府内聾学校の高等部設置校は�校
となる。
　府立だいせん高等聾学校の新たなスタートに向けて、
平成���（����）�年�月入学生から、府立生野高等聾学校
においては本科の機械科が工業テクノロジー科、印刷
科が情報コミュニケーション科、家政科がライフ・サ

ポート科にそれぞれ学科改編された。府立堺聾学校に
おいては、本科のデザイン科が情報コミュニケーショ
ン科、家政科がライフ・サポート科にそれぞれ学科改
編されるとともに、専攻科においては、情報コミュニ
ケーション科がスタートした。
　なお、府立生野高等聾学校の専攻科においては、平
成���（����）�年�月入学生から機械科が工業テクノロ
ジー科、印刷科が情報コミュニケーション科に学科改
編された。その主な内容は、次のとおりである。
　�������	
��　生産技術者として必要な専
　門的知識・技術を、�設計・加工・組立・検査等の「も
　のづくり」に関する学習をとおして修得し、「ものづ
　くり」の楽しさやすばらしさ、おもしろさを体　験
　しながら、さらに高度な知識・技術を身に付け、自
　ら考え製作できる能力を育成する。
　�������	
����　聴覚障害に深くかか
　わるコミュニケーションについて、ＩＣＴ�情報コ
　ミュニケーション技術�を身に付けるとともに、情
　報機器に関する技術を応用・発展させ、他者と連携
　共同して「ものづくり」を行うコミュニケーション
　能力を育成する。
　�������	
��　生活全般を科学的な視点で
　とらえ、自他ともに、より心豊かで快適な生き方・
　暮らし方を考え創造し、支えていくことを学ぶ。ま
　た、家庭生活に関する知識・技術を基礎として、さ
　まざまな生活や福祉に関する学習をとおして生活全
　般をより豊かにする知識・技能と確かな学力を修得
　し、地域や社会に貢献する職業人の育成をめざす。
　　なお、表�����は府内の聾学校高等部本科卒業者
　の進路状況の推移を示したものである。
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（出典：大阪の障害教育）
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　知的障害養護学校には、すべて生活課程が設置され
ているが、府立高槻養護学校には縫製課程、組立技術
課程、府立八尾養護学校には縫製課程、工作技術課程
も設置されている。しかしながら、入学生の重度・重
複化、さらに多様化が進み、実質的には、全校とも生
活課程ということができる。
　また、現在の知的障害養護学校には、知的障害をは
じめ、自閉症、重複障害のほか、ＬＤ（学習障害）、
ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障害）、高機能自閉症（ア
スペルガーなど知的障害を伴わない自閉症）等、さま
ざまな障害のある生徒も在籍している。
　各学校においては、入学生個々の状況を踏まえた、
工夫のこらした作業学習（農耕、園芸、木工、窯業、
縫製、紙すき、紙工、洗濯、調理、製菓、レザークラ
フトなど）が行われるとともに、事業所における職場
実習、作業所や授産所における実習をとおして、実際
に即したきめ細かい指導を行い、学校生活から社会生
活へのスムーズな移行が進められている。

　しかしながら、表�����に示すように知的障害養護
学校においては年々就職者が低下しており、本府にお
いては平成�� ��� （����・����） 年度の２年間、府立守
口養護学校において「生活自立支援コース」モデル設
置事業が実施された。
�������	
�������������

　本事業は、知的障害のある生徒の生活自立への意欲
の育成と、生活技術の確実な習得を図るため、府健康
福祉部の在宅障害者自立訓練事業を活用して実施され
た。地元市町村や府立守口養護学校が、平成���（����）
 年に設立された「養護学校を支える企業の会」の協力
を得て、グループホームでの生活を望む在校生を対象
に地域社会の中で日常生活訓練や集団生活の実体験習
が行われた。
　図�����はその概念図を示したものである。
　また、�年間毎週水曜日に職場実習のほか、企業と
連携して、クリーニング作業に伴う集配、集金、預か
り証等の受け渡し作業学習が行われた。
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（提供：大阪府教育委員会障害教育課）
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　本府においては、平成���（����） 年度から３年間にわ
たり国の緊急地域雇用創出特別交付金を活用して、 「知
的障害のある生徒の就業促進支援事業」が実施されて
いる。
　本事業の目的は、企業と養護学校をコーディネート
する社会経験豊かな人材を配置し、就職率と定着率の
向上を図るとともに、職業教育の効果的な在り方を検
討することにある。
　また、本事業は、生活課程を設置している府立養護
学校��校において年間�校ごとに実施され、当該校に
就職サポーターと全体のまとめ役として就職コーディ

ネーターが配置されるとともに、実施後は、進路指導
担当教員を中心に本事業を継続することとなっている。
　なお、 図�����は、 本事業の概念図を示したものである。
�������	
�������

�平成���（����）�年に旧府立玉川高校跡地に高等部単独
である府立たまがわ高等支援学校が開校されることと
なった。組立実習やパンづくり実習など行う「ものづ
くり科」、介護実習やグリーンサービス実習などを行
う 「福祉・園芸科」、物流等のバックヤードサービス実
習やオフィス実務実習などを行う 「物流サービス科」の
�学科が設置される予定である。
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（提供：大阪府教育委員会障害教育課）
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　肢体不自由養護学校の内、高等部設置校は��校ある。
　いずれの学校も、障害の重度・重複化、多様化に伴
い、医療的ケアを必要とする生徒が増えているため、
日常生活訓練を重視する教育課程が編成されている。
　しかし、昭和���（����）�年に府立堺養護学校に設置さ
れた商業課程においては、簿記を中心にビジネス基
礎・流通経済・商業法規・情報処理の授業を展開し、
卒業までに全国経理学校協会簿記�級に合格する生徒
を出している。
　また、インターネットの発達に伴い、自宅において
仕事ができるようにＩＴ技術の習得にも力を入れ、情
報教育関連コースの設置やそれらに関連する学科の設
置を模索している学校もある。
　本府においては、このような動きに応えるため、平

成���・���（����・����）�年度の�年間にわたって、「情報
チャレンジドコース」モデル設置事業が、府立茨木養
護学校において実施された。
�������	
��������������

　本事業は、�コンピュータによる障害者の職業自立支
援を目的とした講座を開設し、�教育と企業・ＮＰＯが一
体となって�“ＩＴ技術を活用して障害者を納税者に”を
合い言葉に実施された。
　�図�����は、�その概要図を示したものであり、�チャレ
ンジドとはアメリカで生まれた、�障害があることを、�自
分自身や社会のためにポジティブに生かして行こうと
いう意味を表わす言葉である。
　なお、表����は、府内の肢体不自由養護学校高等部
本科卒業生の進路状況の推移を示したものである。�

��������	
�������������������

（提供：大阪府教育委員会障害教育課）
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　生徒の中には病気や障害に伴う生活規制から、社会
生活に対する理解が十分でない場合が見られる。その
点を補いながら各教科の中で職業に対する指導が行わ
れている。

���������	
������������

�������	

　各学校においては、盲学校の�療（はり・きゅう・
あんま）のほか、さまざまなの国家資格・検定の取得
の取り組みが積極的に行われている。その背景には、
生徒のやる気を喚起することや就職が厳しくなってき

たこと、企業側が絶対評価の一つの手段として評価す
るようになってきたことなどがあげられる。
　なお、�盲・聾・養護学校で取り組まれている国家資格、
各種検定の主なものには、次のようなものがある。
　あんまマッサージ指圧師、鍼師、灸師、理学療法士
柔道整復師、ピアノ調律師、ガス溶接技能講習修了証、
危険物取扱者、歯科技工士、情報処理活用能力検定、
情報処理技術者、計算技術検定、情報技術検定、パソ
コン利用技術検定、基礎製図検定、実用英語検定漢字
検定、色彩能力検定、簿記検定、ワープロ実務検定、
ＤＴＰ検定、家庭科技術検定、保育技術検定等

（出典：大阪の障害教育）

（単位：人）
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　現在、障害教育は教育改革が進行する中で、特別支
援教育への転換が図られようとしており、法律上もま
さに大変革の時代を迎えている。その主なものは、次
のとおりである。

��������		
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　　個人の尊厳にふさわしい処遇を保障される権利や、
　社会、経済、文化等あらゆる分野の活動への参加の
　機会を提供することが掲げられるとともに、障害者
　基本計画の策定等についての規定が設けられた。
　　また、各種資格制度等の中で、障害を理由とする
　制限条項、いわゆる欠格条項を設けている��制度に
　ついて、平成���（����）�年�月末までに見直しを行う
　ことが決定された。
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　　平成元�（����）�年��月に第��回国連総会で採択され、
　我が国では平成�������年�月に批准された。
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　　平成��（����）�年�月にスペインのサマランカにお
　いて、ユネスコは「特別のニーズ教育に関する世界
　会議」を開催し、「サマランカ声明」が採択された。
　この声明では、従来のように障害に注目する教育で
　はなく、個々の子供に注目し、その子供に応じて必
　要な配慮をしながらの教育の必要性が指摘され、す
　べての子供がともに学び、ともに育つことを理念と
　したインクルーシブエデュケーションつまりインク
　ルージョンが提唱された。

��������		
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　　知的障害者を含む障害者雇用率の設定等のほか、
　特定子会社の設立要件が緩和された。
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　社会のノーマライゼーションの進展、障害の重

度・重複化や多様化、�教育の地方分権の推進等の障害
教育をめぐる状況の変化を踏まえて、�今後の特殊教
育の在り方について基本的な考え方が整理されると
ともに、�就学指導の在り方の改善、�特別な教育的支援
を必要とする児童生徒への対応、�特殊教育の改善・
充実のための条件整備等、�具体的な提言が行われた。
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　職業に関する教科として農業、工業、商業、水産、
家庭のほか、情報、福祉が新設された。
　また、「総合的な学習の時間」の導入のほか、「養
護・訓練」が�「自立活動」と改められ、自立活動にお
ける「個別の指導計画」の作成が規定された。
　　なお、同年から完全学校週五日制が実施された。
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　障害のある児童生徒一人一人の、特別な教育的
ニーズに応じた適切な教育が行われるよう、就学指
導の在り方について見直しが行われた。
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　教育・育成の分野では、乳幼児期から学校卒業後
まで一貫して計画的に教育や療育を行うこと。ＬＤ、
ＡＤＨＤ等特別なニーズのある子供についても適切
に対応すること。
　また、�関係機関が役割分担して「個別の支援計画」
を策定し、�効果的な支援を行うことなどが定められた。
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　盲・聾・養護学校においては、「個別の支援計画」
を平成���（����）�年度までに策定することが示された。
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　障害の程度等に応じた特別の場で指導を行う「特
殊教育」から、障害のある児童生徒一人一人の教育
的ニーズに応じて、適切な教育支援を行う「特別支
援教育」への転換が提言された。

�



���

��������	

����	�

�������	
��

　学習指導要領の基準性を踏まえた指導、総合的な
学習の時間、個に応じた指導の一層の充実等、総則
を中心に一部改正された。
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　「国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生
徒と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習
を積極的に進めることによって、その相互理解を促
進しなければならない。」ことが追加された。
　なお、�府教審、�大阪市養護教育審議会からも、�この間
に今後の障害教育の在り方にかかわる答申が出された。

　昨今、少子・高齢化、厳しい財政状況、地方分権化、
三位一体の改革等、まさにガバナンス改革が進む中、
教育の分野、特に、盲・聾・養護学校に関係する分野
においては、大変革を遂げようとしている。現在、文
部科学省では、平成���（����）�年��月の「障害者基本計
画」及び「重点施策実施�か年計画（新障害者プラン）」、
平成���（����）�年�月の「��世紀の特殊教育の在り方に
ついて（最終報告）」、平成���（����）�年�月の「今後の
特別支援教育の在り方について（最終報告）」�等をもと
にした施策化の作業が急ピッチで進められている。
　早ければ、平成���（����）�年度中に学校教育法の一部
改正が行われ、従前の障害種別ごとの学校設置だけで
なく、地域の状況に応じた障害種別ごとの部門を持つ
特別支援学校（仮称）の設置が可能となる。
　また、教育、福祉、医療、労働等関係機関との連携
を強化し、障害のある子供の生涯にわたる支援が期待
されており、その窓口として特別支援教育コーディ

ネーター（仮称）を校務として位置付けることや、特
別支援学校（仮称）を中心として小学校・中学校・高
校・大学のほか、福祉や労働等関係機関によってネッ
トワークをつくる「支援地域」という概念も示されて
いる。このように、障害のある者も地域で育ち、地域
で生活していくというごく当たり前のことの実現に向
けて、社会全体が動き出そうとしている。
　このため、今後、「共生社会」の実現をめざした職
業教育が必要になるものと思われる。それには、従来
の“手に職をつける”職業教育及び“就社傾向の強い”
進路指導から、「キャリア教育」への転換が課題となる。
　平成���（����）�年�月に文部科学省から出された
�「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者
会議報告書」によれば、「キャリア」を「個々の人が
生涯にわたって遂行するさまざまな立場や役割の連鎖
及びその過程における自己と働くこととの関係付けや
価値付けの累積」としてとらえている。そして、「キャ
リア教育」を「生徒一人一人のキャリア発達を支援し、
それぞれにふさわしいキャリアを形成していくために
必要な意欲・態度や能力を育てる教育」としている。わ
れわれが日頃行っていることを見直しながら、「本当
に求められているのは何だろう」と考え、生徒がいず
れ社会人・職業人になることを日常的に意識しながら
教育活動を展開することが「キャリア教育」の実践に
つながるものと思われる。
　また、そのことを、長期的な視点で乳幼児期から学
校卒業までを通じて一貫して的確な教育的支援を行う
ための「個別の教育支援計画」、一人一人の指導目標や
指導内容・方法の明確化を図る�「個別の指導計画」、学
校生活から職業生活へ円滑な移行を支援する「個別の
移行支援計画」の中に、それぞれどのように取り入れ
ていくかが今後の課題となるものと思われる。
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　専修学校の設置基準等は、表�����のとおりである。�
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（資料提供：大阪府生活文化部私学課）
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　昭和��年�（����）�年に発足した専修学校制度によ
り生まれた専修学校は、当初、学校数が全国���校、
このうち本府��校、生徒数が全国�������人、この
うち本府������人であった。その後、社会の要請
に即応した実践的な職業教育、専門的な技術教育
が積極的に進められ、昭和���（����）�年には、表���
�のように学校数が全国�����校、このうち本府
���校、生徒数が全国�������人、このうち本府
������人となった。
　都道府県別では、本府は、学校数が東京都����
校）、北海道����校）に次いで第�位、生徒数は東
京都��������人）に次いで第�位となっている。
　その後、職業技術教育機関として着実に発展し、
昭和���（����）�年には、新規高卒者の専修学校の専
門課程への進学率が短期大学を大きく上回るとと

もに、以後は、在学者数も含め大学に次ぐ主要な
高等教育機関となった。
　また、国立の専修学校が短期大学部への改組等
により減少する一方で、我が国の産業社会の高度
化・複雑化、急速な技術革新、サービス産業の進
展等に対応する人材育成の必要性の高まりにより、
私立の専修学校が増加し、平成���（����）�年には、
学校数が全国�����校、このうち本府���校、生徒
数が全国�������人、このうち大阪府������人と
なった。
　都道府県別では、本府は、学校数が東京都（���
校）に次いで第�位、生徒数も東京都（�������人）
に次いで第�位となっている。
　なお、設置者別では、学校数及び生徒数とも大
部分が私立となっており、この傾向は昭和��
�（����）�年から平成���（����）�年に至るまで、全国及
び本府とも変わりがない。
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（出典：大阪の学校統計）
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　府内の所在地別の学校数は、昭和���（����）�年に
おいては大阪市（���校）、堺市（��校）、豊中市及
び東大阪市（�校）等の順となっており、大阪市
に全体の過半数が集中している。
　この傾向は、その後も大きく変化することなく
推移し、平成���（����）�年においては大阪市����
校）、堺市（��校）、�枚方市及び東大阪市（�校）等
の順となっている。
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　府内の課程別の生徒数は、表�����のように昭
和���（����）�年においては、高等課程������人（構
成比����％）、専門課程������人�（同����％）、一般
課程���人�（同����％）であった。
　その後、高校への進学率の増加等社会の変化に
伴い、平成���（����）�年においては、高等課程�����
人（構成比���％）、専門課程������人（同����％）、
一般課程�����人�（同����％）�となっている。
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（出典：大阪の学校統計）
（注）�　学校数は延べ数を示す。
　　　�　学校数及び生徒数には、国立、公立、私立のすべてを含む。
　　　�　昭和���（����）�年の学校数は、私立のみを示す。
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　府内の分野別の生徒数は、表�����及び図�����
のように昭和���（����）�年においては医療関係
������人（構成比����％）、工業関係������人（同
����％）、服飾・家政関係������人�（同����％）�等と
なっている。
　その後、国際化、少子高齢化、介護福祉の充実
化、医療の高度化等により、工業関係や商業実務
関係は平成��（����）�年をピークにして減少し、服

飾・家政関係は年度ごとに減少している。
　一方、医療関係や衛生関係、文化・教養関係は、
増加の一途をたどっているが、農業関係は、昭和
���（����）�年以降増加していたが、平成���（������年
をピークにして減少ている。
　なお、�平成���（����）�年においては医療関係
������人�（構�成�比����％）、�文�化・教�養�関�係������人
�（����％）、工業関係������人�（同����％）�等となっ
ている。�
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���������� （単位：人）
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（出典：大阪の学校統計）

（注）生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。
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（注）�　各関係に属する主な学科は、次のとおりである。
　　　　　○　工業関係…………………測量、�土木・建築、�電気・電子、�無線通信、�自動車整備、�機械、�電子計算機、�情報処理、�インテリア等
　　　　　○　農業関係…………………生物工学、園芸等
　　　　　○　医療関係…………………看護、�准看護、�歯科技工、�歯科衛生、�臨床検査、�診療放射線、�鍼・灸・あんま、�柔道整復、�理学療法等
　　　　　○　衛生関係…………………栄養、調理、理容、美容等
　　　　　○　教育・社会福祉関係……保母養成、教員養成、介護福祉、社会福祉等
　　　　　○　商業実務関係……………経理・簿記、タイピスト、秘書、経営、パソコン等
　　　　　○　服飾・家政関係…………家政、和洋裁、料理、編物・手芸、ファッション等
　　　　　○　文化・教養関係…………音楽、�美術、�デザイン、�外国語、�演劇・映画、�写真、�通訳、�ガイド、�受験・補習、�動物看護、�法律等
　　　�　本図は、表����に基づいて作成したものである。
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　府内の入学者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、平成��（����）�年
までは増加し、平成��（����）�年以降は年度によって増
減を繰り返していたが、平成���（����）�年以降再び増加
し、�平成���（����）�年においては、�������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立
���人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たのが、平成���（����）�年においては国公立���人（構成
比���％）と減少し、私立が������人（同����％）と増
加している。

��������	


　府内の卒業者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、平成��（������年
までは増加していたが、平成��（����）�年以降は年度に
よって増減を繰り返し、平成���（����）�年においては
������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立
���人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たのが、平成���（����）�年においては国公立���人（構成
比���％）と減少し、私立������人（同����％）と増加
している。
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　府内の就職状況は、産業構造・就業構造の変化等に
より、時代とともに大きく変化している。
　課程別の就職率（関係分野への就職者数／卒業者数
×���％）は、昭和���（����）�年においては高等課程
����％、専門課程����％、一般課程���％であった。
　しかし、平成���（����）�年においては高等課程����％、
専門課程����％となっており、一般課程においては平

成���（����）�年以降、関係分野へ就職した者がいないと
いう状況が続いている。
　分野別の就職率は、表������及び図�����のように昭
和���（����）�年においては衛生関係（����％）、医療関係
（����％）、工業関係（����％）等の順となっているが、
平成���（����）�年においては衛生関係（����％）、医療関
係（����％）、教育・社会福祉関係（����％）等の順と
なっている。�

���������	
�������������������

（出典：大阪の学校統計）

（注）��　学科数は延べ数を示す。

�　　　�　入学者数は、当該年度の春期（�月�日から�月�日）のものを示す。

�　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（出典：大阪の学校統計）

（注）�　各欄の上段は卒業者数、中段は就職率（当該関係分野への就職者数／卒業者数×���％）、下段は当該関係分野への

就職者数を示す。

　　　�　卒業者数及び当該関係分野への就職者数には、国立、公立、私立のすべてを含む。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（注）本図は、表�����に基づいて作成したものである。
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　昭和���（����）�年から平成���（����）�年までの専修学校の法令�・�制度等に関する主な動向は、�表������のとおりである。�
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（参考：全国専修学校各種学校総連合会近畿ブロック協議会資料）
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　専門士の称号の付与は、平成��（����）�年�月の文
部省告示第��号により定められた制度であり、平成
��（����）�年�月の卒業者から適用されている。
　専修学校の専門課程における学習を適切に評価し、
一定の専修学校の専門課程の修了者に対して、専門
士の称号を付与することにより、その修了者の社会
的評価の向上を図り、もって生涯学習の振興に資す
ることを目的としている。
　ただし、次の条件を満たしていることが求められ
ている。
①　修業年限が�年以上であること。
②　課程の修了に必要な総授業時数が������時間以
上であること。
③　試験等により成績評価を行い、その評価に基づ
いて課程修了の認定を行っていること。

�������	�

　専門課程修了者の大学への編入学は、生涯学習社
会の実現化の一環として、平成���（����）�年�月の学
校教育法等の一部改正により、平成���（����）�年�月
から実施された制度である。
　過去の専修学校の専門課程の卒業者も対象として
おり、適切な学習機会を拡充し、提供するために創

設されたものであり、専修学校の専門課程を修了し、
大学へ進学したい者にとっては、時間的・経済的な
負担が大幅に軽減されることとなった。
　ただし、学校教育法施行規則第��条の�及び文部
省告示第����号により、次の条件を満たしているこ
とが求められている。
　①　修業年限が�年以上であること。
②　課程の修了に必要な総授業時数が������時間
以上であること。
③　前述の①及び②の基準を満たす専修学校の専
門課程を修了した者は、編入学しようとする大
学の定めるところにより、当該大学の修業年限
から、修了した専修学校の専門課程における修
業年限に相当する年数以下の期間を控除した期
間を在学すべき期間として、当該大学に編入す
ることができる。ただし、在学すべき期間は�
年を下ってはならない。

　このほか、平成���（����）�年�月から、短期大学や
高等専門学校の「専攻科」へ入学できるようになる
（学校教育法施行規則第��条及び第��条の�）とと
もに、大学の単位を科目等履修生等によって取得し、
学位授与機構の審査を受けて「学士」の学位を取得
することができるようになった。（学位規則第�条）�
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　各種学校の設置基準等は、表������のとおりである。�
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　各種学校は、明治���（����）�年の教育令の制定に
より発足し、その後、社会の進展に伴い、次々と
設立され、充実・発展してきた。
　しかし、学校教育法の改正により、昭和��
�（����）�年から専修学校制度が設けられた結果、各
種学校から専修学校への移行が進み、時代ととも
に学校数、生徒数が減少し、昭和���（����）�年には、
表������のように、学校数が全国�����校、このう
ち本府���校、生徒数が全国　�������人、このうち
本府������人となった。
　都道府県別では、本府は、学校数が愛知県����
校）、東京都����校）、北海道����校）、兵庫県����
校）に次いで第�位、生徒数は東京都��������人）、
愛知県�（������人）に次いで第�位となっている。
　平成���（����）�年には、学校数が全国������校、
このうち本府��校、生徒数が全国�������人、この
うち本府������人となった。

　都道府県別では、本府は、学校数が東京都����
校）、愛知県����校）、兵庫県����校）三重県����
校）、北海道（��校）に次いで第�位、生徒数は東
京都�（������人）、愛知県（������人）に次いで第�
位となっている。
　また、平成���（����）�年現在、本府においては、
学校数が昭和���（����）�年のピーク時（���校）の
����％、生徒数が昭和���（����）�年のピーク時
��������人）の����％となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては学校
数が国立�校（構成比���％）、公立�校（同���％）、
私立���校（同����％）、生徒数が国立��人（構成
比���％）、公立���人（同���％）、私立������人
（同����％）となっている。
　その後、時代とともに国立が廃校、公立及び私
立が減少し、平成���（����）�年には、学校数が公立
�校�（構成比����％）、私立��校（同����％）、生徒
数が公立��人（構成比����％）、私立������人（同
����％）となっている。�
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（出典：大阪の学校統計）
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　府内の所在地別の学校数は、昭和���（����）�年に
おいては大阪市����校）、堺市（��校）、東大阪市
（��校）等の順となっており、大阪市に全体の過
半数が集中している。
　この傾向は、以後年度ごとに学校数が減少する
中でも変わらずに推移し、平成���（����）�年におい
ては大阪市（��校）、東大阪市（�校）、堺市（�
校）等の順となっている。�
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　府内の修業年限別の生徒数は、表������のよう
に昭和���（����）�年においては、修業年限�年未満
の課程が�����人（構成比����％）、修業年限�年
以上の課程が������人（同����％）であった。
　その後、生徒数が減少する中で、年度によって
は両課程の割合が増減し、平成���（����）�年におい
ては、修業年限�年未満の課程が�����人（構成比
���％）、修業年限�年以上の課程が������人（同
����％）となっている。�

（出典：大阪の学校統計）

（注）卒業者数は、前年度間のものを示す。
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　府内の分野別の生徒数は、表������及び図�����
のように昭和���（����）�年においてはその他������
人�（構成比����％）、工業関係�����人（同���％）、
文化・教養関係�����人（同���％）等の順となっ
ている。
　その後、�昭和���（����）�年には、工業関係及び教
育・社会福祉関係の専修学校への移行等に伴い、

在籍者がなくなり、その他に次いで服飾・家政関
係、医療関係、文化・教養関係が多かったが、�平成
��（����）�年以降は、服飾・家政関係に変わって商
業実務関係が急増している。
　平成���（����）�年においてはその他������人（構
成比����％）、商業実務関係���人（同���％）、文
化・教養関係���人�（同���％）�等の順となっている。

（単位：人）���������	
����������

（出典：大阪の学校統計）

（注）�生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。
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（注）�　各関係に属する主な学科は、次のとおりである。
○医療関係…………………看護、准看護、助産、歯科衛生
○衛生関係…………………調理、理容、美容　
○商業実務関係……………経理・簿記、タイピスト
○家政関係…………………和洋裁、編物・手芸
○文化・教養関係…………音楽、デザイン、茶華道、外国語、宗教、日本語、バレエ等
○その他……………………予備校、自動車操縦（自動車学校）、外国人学校等

　　　�　その他は、右側の座標数値で示している。
　　　�　本図は、表�����に基づいて作成したものである。
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　府内の入学者数は、�表������のように昭和���（����）�年
においては������人となっており、�平成元�（����）�年ま
では年度によって増減を繰り返していたが、�平成�
�（����）�年以降は減少を続け、�平成��（����）�年には�万
人台を割り、�平成���（����）�年には������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立��
人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たが、平成���（����）�年においては、国公立��人（構成
比����％）、私立������人（同����％）に激減している。
��������	


　府内の卒業者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、昭和���（����）�年

までは年度によって増減を繰り返していたが、昭和��
�（����）�年以降は廃校・休校等により減少を続け、平成
��（����）�年には�万人台を割り、平成���（����）�年には
������人となっている。
　分野別では、表������のように昭和���（����）�年にお
いてはその他������人（構成比����％）、衛生関係
�����人（同���％）、工業関係���人（同���％）等の順
となっているが、いずれの分野においても年度によっ
て増減を繰り返し、平成���（����）�年においてはその他
������人（構成比����％）、文化・教養関係���人（同
���％）、商業実務関係���人（同���％）等の順となっ
ている。�

（出典：大阪の学校統計）

（注）�　学科数は延べ数を示す。

　　　�　入学者数は、当該年度の春期（�月�日から�月�日）のものを示す。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（出典：大阪の学校統計）

（注）�　生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。

（単位：人）
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　昭和���（����）�年に社会教育法が施行されてから、��
年余りが経過しているが、この間、社会教育関係団体
への補助禁止規定の廃止、市町村への社会教育主事の
必置等を定めた法の一部改正が行われ、昭和���（����）
�年には第��期中教審から「生涯教育について」の答申、
続いて昭和���（����）�年には臨教審から�「教育改革に関
する第一次答申」が出されている。
　また、昭和���（����）�年には「社会教育局」が「生涯
教育局」に改組され、平成��（����）�年には「生きる力」
と「ゆとり」をキーワードとした第��期中教審第一次
答申が出されている。
　このように、社会教育の目的や内容はそれぞれの時
代を反映して、さまざまに変化してきた。しかし、い
ずれの時代にあっても、社会教育法に定められた「国
及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定める

ところにより、社会教育の奨励に必要な施設の設置及
び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法
により、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所
を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め
得るような環境を醸成するように努めなければならな
い」という基本精神に基づいて、今日まで終始一貫し
て志向され、実践されてきた。
　我が国の社会は、今日、科学技術の高度化、情報化、
少子高齢化の進展や完全学校週五日制の実施等により、
急激に変化している。
　このため、今後、多様化・高度化する学習ニーズや
家庭・地域社会の教育力の向上等の現代的課題に対応
したさまざまな学習機会の提供に努めるとともに、学
習情報の提供を通じて自主的な学習活動を進め、その
学習成果を課題解決やボランティア活動等に生かすよ
うに、社会教育活動への参加を促進することが求めら
れている。�
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　青年学級は、勤労青年に対し、実際生活に必要な職
業または家事に関する知識・技能の習得と一般教養の
向上を図ることを目的として、昭和���（����）�年の青年
学級振興法の施行とともに開設された。
　しかし、高校進学率の上昇や勤労青少年の生活意識
の変化等により、減少の一途をたどり、国庫補助学級
は、表������のように昭和���（����）�年度は学級数�、学
級生数���人であり、学習内容・状況は表������のよう
に、平成��（����）�年度には市町村単費開設学級のみと
なり、その後�年間続けられたが、平成��（����）�年度
末をもって廃止された。
　青年教室は、青年学級と同じ趣旨で規模を縮小した
形で昭和���（����）�年度から国の委嘱事業、昭和��
�（����）�年度から国庫補助事業として開設された。

　昭和���（����）�年度からは府費補助が行われるように
なったが、青年学級と同様の要因により減少を続け、
表������のように昭和���（����）�年度は教室数��、教室
生数���人であり、学習内容・状況は表������のように
平成��（����）�年度は教室数�、教室生数���人となり、
平成��（����）�年度末をもって廃止された。
　その後、このような社会教育の場で行われていた職
業技術教育は、�専修学校や各種学校のほか、労働・農
村行政における職業訓練の場において展開されるよう
になった。
　また、自由時間の増大、高齢化の進行、技術革新の
進展等を背景に、学校・地域・職場等において多種多
様な学習活動が行われる等、生涯学習への関心が高ま
り、平成��（����）�年の「生涯学習振興法」の施行、平
成���（����）�年度の学校週五日制の完全実施等により、
生涯学習は、社会教育行政というよりも、広く生涯教
育体制の整備の中で推進されるようになった。�

�
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（出典：大阪の社会教育）

（注）�　青年学級及び青年教室の数値は、国庫補助対象のものを示す。

　　　�　＊印は府費補助対象のものを含む。
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　後期中等産業教育の補完的役割を担うものの一つで
ある青年の家とは、「青少年の共同生活を通じ、健全な
心身の発達を促す従来の施設に、さらに実験・実習設
備を備えた職業訓練の要素を加えた施設」のことをい
い、国の設置補助は昭和���（����）�年から始まった。
　本府においては、高槻市・吹田市等に開設され、昭
和���（����）�年には��か所を数えるに至った。
　これらの中で、最大面積を誇る府立青年の家は、昭
和���（����）�年に「府下の青少年やその指導にあたる人
たちを主な対象とし、団体での宿泊を通じて共同生活
をしながら研修を行い、その研修をとおして仲間づく
りを進め、規律・自主・協同の精神を養うことにより、

健全な青少年、よりよい社会人を育成する」ことを目
的として開設された。
　当初は、職場適応や職場の人間関係、体育・レクリ
エーションに関する学習の場として活用されたが、時
代とともに産業教育的な色彩が薄れ、表������のよう
に昭和���（����）�年には主催事業として、学校レクリ
エーションリーダー研修や集団宿泊指導担当者研修等
が実施されるようになった。
　平成���������年以降は、教職員のためのレクリエー
ションリーダー研修や青少年教育施設ボランティア研
修のほか、チャレンジセミナー・環境教育セミナー等
の生涯学習関連事業等やボランティア関係の文部省補
助事業等が実施されるようになった。�

　　（注）数値は国庫・府費補助教室、及び自主開設教室を加えたものを示す。　　　　　　（出典：大阪の社会教育）
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（出典：大阪の社会教育）
（注）＊印は、「地域生涯学習ボランティアコーディネーターシステム整備充実事業」を示す。
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　一方、表������のように受け入れ事業においては、平
成��（����）�年から始まった学習会の占める割合が増加
する等、時代とともにその機能が変化する中で施設の
維持が図られてきた。

　しかし、社会教育行政における効果的・効率的な事
業の展開、既存事業の再構築等から平成���（����）�年度
末をもって大阪府立青年の家は閉鎖された。
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（出典：大阪の社会教育）




